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電源の特性や活用モデルの観点から検討すべき論点① 1
＜第13回小委で御議論いただいた論点＞
＜国民負担の抑制＞
 事業用太陽光発電に対し買取費用総額3.6兆円の約７割が投じられている中、新規案件のコスト

ダウンや既認定案件の適正な導入も含め、国民負担の抑制に向けどのような打開策を講じていく
か。

＜自立化に向けた政策措置＞
 現行制度の下、長期にわたる固定価格での買取義務や発電事業者としての然るべき責務の免除

（FITインバランス特例によるインバランスリスクの回避、30日等ルールによる出力制御補償など）に
より、電力市場から半ば隔離された状況で導入が進められ、再生可能エネルギーの電力市場への
統合は十分になされて来なかった。

 こうした課題を踏まえつつ、FIT制度の抜本見直しにおいては、再生可能エネルギーの導入が、国民
負担や地域偏在性の観点からも、量・質・コストの面において適正に進むよう、どのような制度を、そ
れぞれの活用モデルや電源別・成熟段階別にどのように当てはめていくか。

＜第13回小委における主な御意見＞
 市場競争原理を取り入れて、事業の自立性と競争力の向上を図るため、FIP制度へ移行することを検討してはどうか。
 FIP制度を導入する以外にも、大規模な出力制御が起こるエリアについては、春や秋は買取りを停止する、あるいは調達価格を

大きく低下させるといった方法もあるのではないか。
 再エネは限界費用がゼロであり、論理的には必ずスポット市場で約定できると考えられるため、買取義務の必要性についてきちん

と議論するべき。
 再生可能エネルギーを主力電源化するためには、電力市場との統合が大前提。FITインバランス特例は早期に廃止して、他の電

源と同様に扱うべき。

ヒアリングで深めていただきたい論点
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＜需給一体型モデルの促進＞
 災害時・緊急時における近隣地域でのエネルギー供給の確保や、系統への負荷や国民負担の抑
制も含めたシステム全体の効率性を追求する観点から、需給一体型の再エネ活用モデルを各地に
根付かせるためには、自家消費・余剰売電の拡大や熱電併給の活用などに向け、どのような対応が
効果的か。

＜地域に根付いた電源政策措置＞
 エネルギー政策以外の地域循環の観点からの政策的意義（農林業政策、地域活性化等）を考

慮した、政策措置や関係省庁の政策との連携はどうあるべきか。

 その際、
 リードタイムが非常に長く開発リスクの大きい地熱発電のコスト低減と導入拡大に向けた取組

をどのように進めていくか
 中小水力発電の開発リスクの低減と新規開発地点の開拓をどのように進めていくか
 国産材の供給構造が十分でなく輸入材に依存したバイオマス発電が増加していることについて

どう考えるか
といった諸課題を踏まえ、電源別・利活用モデル別の具体的な政策措置はどうあるべきか。

電源の特性や活用モデルの観点から検討すべき論点②
＜第13回小委で御議論いただいた論点＞

 地産地消型や自家消費型を推進する上での制度上の障壁がないのか検討してほしい。
 地域で活用される電源は、レジリエンスの観点でも重要。コミュニティ毎に支援するべき。
 エネルギー政策以外の政策対応も選択肢としながら、各電源の取り扱いを考えるべき。

＜第13回小委における主な御意見＞

ヒアリングで深めていただきたい論点



１．電源ごとの論点例
２．活用モデルの論点例（需給一体型モデル）



（１－１）太陽光発電に偏重した急速な拡大と未稼働問題① 4

 FIT制度により、参入障壁が低く開発のリードタイムが短い太陽光発電が急速に拡大し、FIT認
定容量約8,977万kWの約81％を占める。増大する国民負担（2019年度の買取費用総額
3.6兆円）の約７割※が事業用太陽光発電に充てられている。

※残りは、１割強がバイオマス発電、２割弱がその他の電源。

 特に、制度創設初期の2012・13・14年度に認定を受けた40円・36円・32円の事業用太陽光
発電のFIT認定容量が約5,369万kWと大宗を占める。改正FIT法で2017年度から導入し
た入札制による競争の効果もあり、他の再生可能エネルギー電源に比して新規案件の発電コスト
は急速に低減しているものの、これら初期案件の買取費用が総額3.6兆円の６割超を占め、根
雪のように国民負担のボリュームゾーンになっている。

＜国内の事業用太陽光発電のシステム費用の推移＞

（出典）平成31年度以降の調達価格等に関する意見

＜買取総額の内訳＞
住宅用太陽光 0.2兆円 5％

事業用太陽光 2012年度認定 0.8兆円 23％

2013年度認定 1.0兆円 29％

2014年度認定 0.4兆円 10％

2015年度認定 0.1兆円 3％

2016年度認定 0.1兆円 3％

2017年度認定 0.03兆円 0.7％

2018年度認定 0.03兆円 1％

2019年度認定 0.01兆円 0.3％

（合計） （2.5兆円） （70%）

風力発電 0.1兆円 4％

地熱発電 0.02兆円 0.5％

中小水力発電 0.06兆円 2％

バイオマス発電 0.4兆円 10％

移行認定分 （※約半数が住宅用太陽光） 0.3兆円 9％

合計 3.6兆円 ―

63％
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（１－１）太陽光発電に偏重した急速な拡大と未稼働問題② 5

 認定時の調達価格が適用される仕組みの下で滞留した大量の未稼働案件は、今後更なる国民
負担の増大をもたらすことから、改正FIT法により、接続契約の締結を要件化（約1,700万kW
の事業用太陽光の認定が失効）するとともに、接続契約が遅れた案件には運転開始期限の設
定を行ったが、それでもなお大量の事業用太陽光発電が未稼働のまま滞留。未稼働案件も含め
初期の太陽光発電が占める系統容量が大きいため系統制約が先鋭化し、他の再生可能エネル
ギー電源も含め新規開発とコストダウンが停滞するといった課題が顕著になった。

 こうした中、太陽光発電以外の電源も含めた更なる導入拡大とコストダウンを進めるため、昨年
には運転開始期限が設定されていなかった2012～14年度認定の未稼働案件に対し、適正な調
達価格の適用と運転開始期限の設定を行う措置を講じたところ。
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（１－２）太陽光発電への小規模事業主体の大量参入 6

 系統接続に要する期間・費用も含めた参入障壁の低さゆえに、全量売電の小規模太陽光発電
事業（10～50kW）が急増し、短期的な収益性に着目した投資案件として多様なプレーヤー
が参入。導入容量ベースで事業用太陽光発電の約４割を占める。

 特に、制度創設初期はいわゆる「低圧分割」の小規模案件が多発。適切な事業実施を確保する
ため、改正FIT法により2017年度から事業計画認定制度に移行したが、旧制度の認定案件を
中心に、メガソーラーと同様、景観や安全面への懸念から開発段階で地元との調整に課題が生じ
る事例が顕著になり、地域との共生における課題が顕在化している。

 また、事業主体の過度な分散化によって競争力あるBig Playerが生まれにくく高コスト構造が
固定化される傾向にあり、再生可能エネルギーの産業競争力の観点からも諸外国と比べ様相が
異なる。

 長期的に見れば、買取期間が終了する20年後の事業継続や30年後の適切な設備廃棄・再投
資への懸念が生じている。

事業用太陽光（10kW-）

FIT開始後導入量 FIT認定量

3,722.1万kW
（56.0万件）

うち10-50kW
1,347.9万kW 【36%】
（53.2万件）【95%】

6,650.7万kW
（73.7万件）

うち10-50kW
2,044.3万kW 【31%】
（70.2万件）【95%】

太陽光発電を長期安定的な
電源としていくために

10-50kW程度の小規模太陽光の
再投資を促す必要あり

＜10-50kWの導入量・認定量（2018年12月末時点）＞ ＜日本と欧州の土地状況の相違＞
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（１－３）太陽光発電による電力システムへの影響 7

 太陽光発電は、蓄電機能を備えない限り、需給状況や市場価格の変動にかかわらず出なりで昼
間に最大限の逆潮流を行う発電特性があるが、「固定価格」での売電が保証され発電量の調整
責任も負わない半ば電力市場と隔絶されるFIT制度の下では、太陽光発電事業者にとって逆潮
流を抑制するインセンティブが働かず、特にこの特性が顕著に現れる。

 また、FIT制度の創設以降、太陽光発電の導入が特に急速に進んだ九州エリアでは、昨年来、
出力制御が発生しているが、現行の運用ルールでは柔軟な出力制御には限界があり（オンライン
制御への未対応、当面の間制御対象外とされたFIT制度創設当初の500kW未満太陽光発電
等）、出力制御の公平性や制御手法の高度化を阻害するだけでなく、将来的に系統運用に支
障を来しかねない懸念が生じている。

 このほか、太陽光発電の発電計画外れに備えた調整力の確保量（ΔkW）の増大など、電力シ
ステムへの影響も出てきている。
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（２）風力発電 8

 風力発電は、FIT制度開始以降、大型風車やメンテナンス手法の技術開発により、風力発電設備の設
備利用率が向上してきた。また、環境影響評価「方法書」開始以降からFIT申請を受け付けることへの
変更、FIT法改正による複数年度価格設定、再エネ海域利用法による価格入札及び長期占用ルー
ル整備等により、風力発電をとりまく事業環境は整備されてきた。

 他方、風力発電は適地偏在性が大きいため、需要地から離れた適地での系統制約の克服が大きな課
題がとなっている。また、環境アセスメントの迅速化等についても、引き続き取り組んでいく必要がある。

 FIT前導入量とFIT認定量を合わせると、2018年12月末時点でエネルギーミックスの水準（1,000万
kW）に迫っているものの、導入量は十分に増えていない。また、大規模開発により経済性を確保できる
可能性のある電源ではあるが、海外と比べて、機器・工事費・運転維持費などが高コストな状況が続い
ている。

＜洋上風力発電の導入・認定実績、アセス中の計画＞

(m/s)

出典：NEDO風況マップより
資源エネルギー庁作成
（※50m地点）

これまでの導入実績

港湾区域 １基（0.2万kW）

一般海域 ５基（1.8万kW）

FIT認定案件

港湾区域 ２件（16.5万kW）

一般海域 2件（0.4万kW）

環境アセス手続中

港湾区域 55万kW

一般海域 482万kW
※FIT認定、環境アセスは再エネ海域利用法成立時点

＜風力発電の認定量・導入量＞

0

200

400

600

800

1000

1200 陸上（20kW以上） 陸上（20kW未満）

洋上

FIT導入前 2016年3月 2018年12月 ミックス

FIT前導入量
260万kW

FIT前+FIT認定量
540万kW

FIT前+FIT認定量
960万kW

導入量
300万kW

導入量
370万kW280万kW

50万kW

680万kW

10万kW
20万kW

110万kW

陸上
918万kW

洋上
82万kW

1000万kW

（万kW）

※ 改正FIT法による失効分（2019年1月時点で確認できているもの）を反映済。

＜風力発電の適地＞
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（３）バイオマス発電 9

 バイオマス発電は、FIT制度開始以降、2016～2017年度の間に、輸入材の活用を中心とした大規模木質バイオ
マスや、バイオマス液体燃料を活用したバイオマス発電の認定が急増し、ミックスを大幅に超過する水準に達している。
国内材を活用した案件も堅調に増加し、ミックスの水準にはほぼ到達した。ただし、高コスト構造のまま、自立化への
道筋は見えていない。

 2019年度の買取費用総額3.6兆円の１割強をバイオマス発電が占めており、燃料費が７割を占めるコスト構造の
中でその低減を図るとともに、燃料の安定調達と持続可能性の確保が大きな課題。地域の農林業・畜産業と合わせ
て多面的な推進を目指していくことが期待される。

効率的な林地残材集材システム及びチップの
安定供給体制の検討を通じて、地域の燃料
供給・熱利用システム構築の事業可能性を検
証。

燃料の安定供給体制構築
（原料収集の低コスト化）の検討事例

（大分県日田市）

土湯温泉東鴉川水力マテリアル利用と
エネルギー利用との両立を目指した
事業の検討事例（熊本県南関町）

建材に不向きな残材・枝葉を燃料として
竹加工工場に熱電併給することで、マテリ
アル利用とエネルギー利用の両立を図る
ことの事業可能性を検証。

＜木質バイオマス発電のコスト構造＞

出典：平成25年度木質バイオマス利用支援体制構築事業「発電・熱供給・熱電併給推進のための調査」

＜地域共生のバイオマス電源＞

0
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1200 メタン発酵ガス 未利用材 一般木材等 建設資材廃棄物 一般廃棄物・その他

FIT導入前 2016年3月 2018年12月 ミックス

FIT前導入量230
万kW

FIT前+FIT認定量
600万kW

FIT前+FIT認定量
1100万kW

導入量
280万kW

導入量
380万kW

602～728万kW

20万kW

300万kW

40万kW
10万kW

20万kW
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50万kW
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※ 改正FIT法による失効分（2019年1月時点で確認できているもの）を反映済。

10万kW

＜バイオマス発電の認定量・導入量＞
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（４）地熱発電 10

 地熱発電は、FIT制度開始以降、開発リスクが小さく調達価格が高い小規模な設備の導入量
は増加したが、効率的な発電が可能な大規模な設備の導入はほとんど進んでいない。

 大規模な設備の導入拡大を図るためには、高い開発リスク・開発コストを低減させ、新規地点の
開拓を進めていく必要がある。このため、適切な制度設計（例：FIT制度における適切な区分の
設定、調達価格の在り方）やポテンシャル調査などリスク低減策が求められている。また、大規模
開発の促進や技術開発によるコストダウンも課題。

 発電後の熱水を農業・観光業で利用すること等を通じて地域のエネルギー供給の安定化を支え
得る電源だが、需要地から離れた適地での系統制約の克服といった点も課題となっている。

＜地熱発電の導入促進に向けた取組＞
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※ 改正FIT法による失効分（2019年1月時点で確認できているもの）を反映済。

＜地熱発電の認定量・導入量＞
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（５）中小水力発電 11

 水力発電は、FIT制度開始以降、小水力発電の件数は増加し、また、リプレース案件を中心に
自立化水準までコスト低減が進んだが、全体の導入量に占めるインパクトは小さい。

 開発リスク・開発コストが高い中、既存ダムが担う治水機能との調和も図りながら、地域密着での
事業実施を促進していくことが必要。また、需要地から離れた適地での系統制約の克服も課題。

＜地域共生の中小水力発電＞

地域NPOが水力発電の導入と合わせて、
農産加工所を再開。地域の農作物を利用
した加工製品を開発

石徹白発電所（岐阜県郡上市） 土湯温泉東鴉川水力発電所（福島県福島市）

地域の企業が中心となり、発電会社を設立、地域の
エネルギーを活用した発電事業を行うとともに、発電
設備を見学する観光客向けツアーを開催

800
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1000

1050

1100

1150

1200

1000kW以上30000kW未満 200kW以上1000kW未満
200kW未満 FIT前設備の更新（増出力あり）
FIT前設備の更新（増出力なし）

FIT導入前 2016年3月 2018年12月 ミックス

FIT前導入量
960万kW

FIT前+FIT認定量
980万kW

FIT前+FIT認定量
990万kW

導入量
970万kW

導入量
970万kW

1090～1170万kW

既存設備更新
60万kW

10万kW 20万kW
10万kW

10万kW

90万kW

30万kW
FIT新規認定分

（万kW）

10万kW

※ 改正FIT法による失効分（2019年1月時点で確認できているもの）を反映済。

＜中小水力発電の認定量・導入量＞
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再生可能エネルギー電源の発電コストの実績 12

 FIT制度における定期報告データの平均値をもとに計算した、各再エネ電源の発電コスト（資本
費・運転維持費）の実績は以下のとおり。

※ 定期報告データによる実績値（資本費・運転維持費）。急速なコストダウンが見られる太陽光発電は運転開始年ごと、太陽光発電以外は全期間における平均値を採用した。
※ 洋上風力発電・地熱発電（15,000kW以上）は定期報告データが少ない又は存在しないため、現行の調達価格の諸元を用いて計算した。
※ 大規模一般木材等は10,000kW以上、小規模未利用材は2,000kW未満を指す。

（円/kWh）

資 本 費

運

転

維

持

費

設置年

（円/kWh）

事業用太陽光
‘12‘13‘14‘15

‘16
‘18 ‘17

洋上風力
陸上風力

地熱
（100-1,000kW）

水力
（200kW未満）

新設既設

バイオマス
（大規模一般木材等）

バイオマス
（メタン発酵ガス）

地熱
（15,000kW以上）

水力
（200-1,000kW）

水力（1,000-5,000kW）

水力（5,000-30,000kW）
新設既設

新設既設

新設既設

地熱
（1,000-15,000kW）

バイオマス
（小規模未利用材）

地熱
（100kW未満）
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再生可能エネルギーの電源ごとの特性 13

 再生可能エネルギー電源のうち、太陽光発電と風力発電は天候や季節によって出力が大きく変
動する自然変動再エネであるのに対し、水力発電と地熱発電は昼夜を問わず継続的に稼働でき
るベースロード再エネ、バイオマスは電力需要の動向に応じて出力を調整できる安定再エネとし
て位置づけられる。

 再生可能エネルギー投資のためには投資回収の予見可能性の確保が重要であり、先行する諸
外国の事例も参考にしつつ、こうした各電源の特性を踏まえて、制度や政策措置の在り方を検
討することが重要ではないか。

＜自然変動再エネの出力変動＞

※ IEA System Integration of Renewablesより作成

• 南アフリカで自然変動再エネの出力変動を分析。
• ５km四方エリアに太陽光発電所・風力発電所を分布させた場合（薄線）、１日の中で激しい出力変動が見られた。
• エリアを広げ、国全体（供給エリア）内で太陽光発電所・風力発電所を分布させた場合（太線）、特に風力発電では出力変動の平準化が見られたものの、

太陽光発電・風力発電のいずれについても、１日の中で大きな出力変動が見られた。

１日の中で大きな出力変動がある。
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FIT制度の要素分析 14

 FIT制度の下では、送配電事業者の買取義務によって売れ残りリスクを回避する仕組みとなって
いる。一方で、燃料費のかからない（限界費用ゼロの）再生可能エネルギー電源であれば、論
理的にはスポット市場で必ず約定できると考えられる。

 FIT制度においては、通常要する費用を基礎にIRRを勘案して算定された調達価格で、長期の
調達期間にわたって送配電事業者が再生可能エネルギー電気を買い取ることが保証され、投資
回収の予見可能性が強固に確保されている。

 FITインバランス特例によって、自由化された電力市場における「計画値同時同量制度」の下に
おいても、FIT発電事業者はインバランスの調整責任を負わない仕組みとなっている。

 再生可能エネルギーの電源ごと特性や規模等を踏まえると、FIT制度の抜本見直しに当たっては、
こうした要素についてどのように考えるべきか。
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再生可能エネルギー政策の再構築に当たっての基本原則 15

 先行してFIT制度を導入した諸外国においてはFITからの制度移行が進んでいるが、我が国におい
ても、FIT制度がもたらした成果と課題を踏まえ、FIT制度を残すのか、新たな制度の構築を含
め政策の転換を図るのか等について、前述のフレームワーク（案）に基づき丁寧な検討を行ってい
く必要がある。

 こうした検討は、以下３つの視点を基本原則とし、これを念頭に置いて進めていくこととしてはどうか。

“主力電源”たる再生可能エネルギーの導入拡大・定着

①更なるコストダウン
と国民負担の抑制

③電力システムとの統合
と変容する需要への適合②長期安定

制度設計の基本３原則

3E+S 再生可能エネルギーの意義
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主力電源たる再生可能エネルギーの将来像（イメージ） 16

 再生可能エネルギーが主力電源になるためには、将来的にFIT制度等による政策措置がなくとも、
電力市場でコスト競争に打ち勝って自立的に導入が進み、規律ある電源として長期安定的な事
業運営が確保されなければならない。他方、再生可能エネルギーには、地域の活性化やレジリエン
ス強化に資する面もあることから、地域で活用される電源としての事業環境整備も重要。

 そこで、再生可能エネルギーの活用モデルを大きく以下の２つに分類し、それぞれの「自立」に向け
た制度や政策措置の在り方を検討していくべきではないか。

 コスト競争力ある電源として、卸電力取引市場
や相対契約による市場取引で勝ち残り、全国
大で活用される電源

 インバランスリスクや出力制御など発電事業者と
しての然るべき責務を負い、信頼度の高い設備
運用や事業体制により、安定的に電力供給可
能な長期安定電源

 系統制約の中でも、入札制度等と併せて計画
的かつ効率的に配置されていく電源

①競争力ある電源への成長モデル

 地域でエネルギー供給構造に参加する事業者
が、各電源の特性に応じ、地域政策や他の分
散型エネルギーとの連携、自家消費等を進め
ることにより、効率的なエネルギー利用や産業・
雇用創出など地域活性化を促す小規模な分
散型電源

 系統への負荷を抑制するとともに、災害時・緊
急時における地域のレジリエンス強化に資する
電源

②地域で活用される電源としてのモデル
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１．電源ごとの論点例
２．活用モデルの論点例（需給一体型モデル）



需給一体型モデルの観点からの検討 18

 第２次中間整理までの議論において、FIT制度からの自立化を進めていくため、FIT制度が無くと
も再生可能エネルギー発電事業への新規投資の採算が取れるような事業環境を整備していく観
点から、再生可能エネルギーの自立モデルを①自家消費を中心とした需要家側の再エネ活用モデ
ルと、②売電を中心とした供給側の再エネ活用モデルに分類・整理し、御議論いただいた。

 特に、自家消費と系統の活用を含む「需給一体型」モデルについては、需給の範囲を最小単位の
家庭から地域単位へと徐々に拡大させながらそれぞれの論点と方向性について複数の事例を基に
御議論いただき、今後、各モデルについて必要な環境整備を進めることをアクションプランとしてまと
めていただいた。

 本日は、「需給一体型」モデルのうち、第2次中間整理から進捗のあったものについて報告させて
いただき、この後の各電源の自立化に向けた議論の参考としていただきたい。

【中間整理（第２次）アクションプラン】
自家消費と系統の活用を含む「需給一体型」の再エネ活用モデルについて、①家庭、②大口需要家、③地域の３つ

の視点から、必要な環境整備を進める。
ネットワークも含めた電力システム全体の効率性や、再生可能エネルギーによるレジリエンスといった視点も踏まえつつ、

FIT法の抜本見直しも見据えた支援策の在り方について検討する。
【➡資源エネルギー庁（FIT法の抜本見直しは、2020年度末までに行うこととされている）】



（参考）電力システムの変容と再生可能エネルギーの新たな活用モデル 19

 電力システム改革の進展と再生可能エネルギーの大量導入によって、電力供給の担い手と需要家側の
ニーズが多様化し、「大手電力会社が大規模電源と需要地を系統でつなぐ従来の電力システム」から「分
散型電源も柔軟に活用する新たな電力システム」へと大きな変化が生まれつつある。

 また、太陽光発電の買取価格（事業用14円/kWh、住宅用24円/kWh）が電力小売料金の水準
に近付くなど、再生可能エネルギーのコスト低減が進むことで、FIT制度による固定価格・買取義務に依拠
した売電モデルから脱却し、需要と供給が一体となったモデルなどが拡大していくことが考えられる。

 一方で、単に小さい電源を増やしていけば良いわけではなく、系統の活用も含めたシステム全体の効率性
（社会コストの最小化）の追求と、地域経済・産業の活性化や災害時・緊急時における近隣地域での
エネルギー供給の確保（レジリエンス）をバランスさせながら再エネの活用モデルを構築していくことが重要
であり、FIT制度も含めた支援策の在り方についても、こうした視点から検討を進めていくべきではないか。

大規模集中電源 分散型電源（再エネ）の拡大

地域独占
発電自由化

固定価格・買取義務に依拠した
売電モデル（FIT制度）

【変化①】
電力会社以外の多様な主体が

発電部門に参入

【変化②】
需要家の選択肢が拡大

•再エネ電気を使いたい（RE100等）
•地域の電源を地域で使いたい

FITからの自立化に向けた多様な再エネ活用モデル

電源

電力
システム

NWを含むシステム全体の効率性
（社会コストの最小化）

災
害
に
強
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給

（
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
）

【変化③】
再エネ電気の
売電価格が
電気料金より
安い時代へ

系統 大規模電源と需要地の接続 柔軟な
系統運用

再エネ
活用モデル

電力システムの変遷 検討の視点

小売全面自由化



（参考）「需給一体型」の再エネ活用モデル（第２次中間整理） 20

①家庭用太陽光と蓄エネ技術を組み合わせた効
率的な自家消費の推進
 蓄エネ技術の導入コストの低減
 ZEH+の活用、ZEH要件の在り方

② VPPアグリゲーターによる蓄電池等を活用した余
剰電力の有効活用
 蓄電池の導入コストの低減
 制御技術の向上や各種電力市場の設計
 柔軟な電気計量制度

 自家消費と系統の活用を含む「需給一体型」のモデルについて、①家庭、②大口需要家、③地域の３つの視
点から、必要な環境整備を進める。またネットワークも含めた電力システム全体の効率性や再生可能エネルギー
によるレジリエンスといった視点も踏まえつつ、FIT法の抜本見直しも見据えた支援策のあり方について検討する。

① 地域における再生可能エネルギーの活用モデル
 地域の再エネと熱供給、コジェネなど他の分

散型エネルギーリソースを組み合わせ経済的
に構築したエネルギーシステムの普及拡大

 海外事例を踏まえた事業構築のガイドライン
等自立的に普及する支援策

②地域の分散型エネルギーシステムを支える電力
ネットワークの在り方
託送サービスや費用負担の在り方の検討

①敷地内（オンサイト）に設置された再エネ
電源による自家消費

②敷地外または需要地から一定の距離を置
いた場所（オフサイト）に設置された再エネ
電源による供給
 関係機関で連携した相談・紛争処理機

能による対応

再エネ×レジリエンス
①家庭 ⇒ 住宅用太陽光の自立運転機能の活用

エネファームなど他電源等と組み合わせた災害対策

②大口需要家 ⇒ ZEBやオフサイト電源と蓄電池を組み合わせた非常の電力供給

③地域 ⇒ 地域の再生可能エネルギーと自営線・系統配電線を活用した、災害時にも
エネルギーの安定供給を可能とするモデル

（今後、技術的要件の確認や料金精算方法等の論点の整理が必要）

＜国内のオフサイト再エネ電源による供給事例（さくらインターネット）＞

＜災害時における地域のエネルギー安定供給（イメージ）＞

①家庭 ②大口需要家 ③地域



（１）家庭における需給一体型の再エネ自家消費モデル 21

 住宅用太陽光発電が2019年以降順次、FIT買取期間を終え、投資回収が済んだ安価な電
源として活用され始め、また、住宅用太陽光発電の買取価格が家庭用小売料金の水準（24
円/kWh）と同等になり、自家消費の経済的メリットが大きくなることから、①自家消費の拡大
や②余剰電力の売電・活用の多様化が進んでいくことが期待される。

 ①の推進に向けては、自家消費率向上に有効な機器の導入を支援するZEH＋（自家消費率
最大60％程度）を進めていくことが有効と考えられる。

 ②については、買取期間が終了する住宅用太陽光発電設備が現れ始めるまであと半年を切り、
大手電力会社・新電力ともに続々と具体的な買取メニューを発表。様々な種類のメニューが生ま
れ、顧客獲得競争が激化している。

【ZEH＋イメージ】



（２）大口需要家における需給一体型の再エネ自家消費モデル 22

 太陽光発電を中心に、産業用においても買取価格が電力小売料金と同等以下になりつつあり、
RE100やESG投資等に係る取組もあいまって、大口需要家においても、FITを前提としない再エ
ネ自家消費モデルが出てきている。

 設備投資に係る負担を軽減しつつ、再エネ電気を大量に調達する手法として、ESCO※型サービ
ス・PPA型サービスに基づき事業所内に第三者が太陽光発電設備を設置し、電気を調達する
事例も出てきており、こうした事例を後押しする事業環境整備が必要。

※ESCO：Energy Service Companyの略。エネルギーマネジメントに知見のある事業者が省エネ設備の設置・工事・維持管
理の全工程を実施し、顧客の省エネ効果により成果を得るビジネスモデル。顧客は初期投資不要で省エネ設備への改修が可能。

※2019年4月18日付 イオン株式会社ニュースリリースより抜粋※2018年11月27日付 株式会社SUBARUニュースリリースより抜粋

ESCO型サービス（例）
㈱SUBARU大泉工場に、日本ファシリティ・ソリューション
ズ㈱が自家消費型太陽光発電設備を設置し、CO2削
減量を保証する。

PPA型サービス（例）
イオンタウン湖南に、 MULユーティリティイノベーション㈱
が太陽光発電設備を設置し、発電した電力を店舗へ供
給。



（３）地域における需給一体型の再エネ自家消費モデル① 23

一般住宅など

太陽光発電

蓄電池

需給調整
システム

コジェネ

需給調整力

平時の電気の流れ

非常時に遮断

避難施設など

再エネ電源

再エネ電源

非常時に遮断

非常時に遮断

災害時の電気の流れ

系統配電線

 地域の再生可能エネルギーは災害時・緊急時における地域のレジリエンス強化に資することが期待
されるが、自営線など既存設備に頼らない系統整備は、採算面が大きな課題。

 今般、地域のレジリエンス強化の観点から、地域の再生可能エネルギーと既存の系統線を活用し、
災害時にもエネルギーの安定化供給を可能とする地域マイクログリッドの構築を推進するため、
予算事業にて支援（平成30年度２次補正予算44億円）を実施。

【想定されるシステムモデル】



（３）地域における需給一体型の再エネ自家消費モデル② 24

 こうした地域の再エネを活用した地域マイクログリッドの構築モデルは、系統線の活用によるマイクロ
グリッド構築コストの低減が見込めることから、レジリエンスの観点にとどまらず平常時の活用（地
域政策、他の分散型エネルギーとの連携、自家消費等）にも有効。

 一方で、必要な技術的要件や制度上の課題整理に対応する必要があることが課題。引き続き導
入支援を行うとともに、一般送配電事業者と資源エネルギー庁で連携し、先例となる多様なモデ
ルを収集・検討し、適切な運用方法を整理していく。
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